
































































































































地図名称 掲載頁 評価 具体的な問題点・疑問点
1） それぞれの地図について、○は特別修正等の必要がないとの評価、△は内容に疑問点や改善の余地が指摘されるとの評価、×は地図中に
　 従来の政府見解と明らかに異なる水準の極めて深刻な誤りが含まれているとの評価を示す。
なし【日本を中心にした世界地図】 表紙 △ アラル海の形状が縮小する以前の状態で描画されている。
安倍総理大臣の外国訪問実績等 6 × モンテネグロが描画されていない。スーダン -南スーダン間の国境線が実際と異なる。
オデッサ州南部がウクライナから独立している。







アジア・大洋州 18 × コソボとモンテネグロが描画されていない。サハリン中部に境界線の描画がない。









中南米 71 ○ -









欧州 81 × コソボとモンテネグロが描画されていない。
その他の欧州地域 86 ～ 87 × キプロス、モナコ、アンドラ、リヒテンシュタイン、サンマリノが描画されていない。
オデッサ州南部がウクライナから、ナヒチェヴァン自治共和国がアゼルバイジャンから
独立している。距離尺が必要。
ロシア、中央アジアとコーカサス 95 ○ -
中東と北アフリカ 102 × コソボとモンテネグロが描画されていない。
イラク全図 103 △ 距離尺が必要。
シリア全図 104 × ゴラン高原を含むクナイトラ県全域がイスラエル領になっている。距離尺が必要。
サブサハラ・アフリカ 111 ○ -
アフリカ地域経済共同体（RECs） 113 △ 湖が独立国のように見える。距離尺が必要。
南部アフリカ地域 118 △ 距離尺が必要。










日本の経済連携協定（EPA）の取組 197 × 南スーダン、コソボ、モンテネグロが描画されていない。
投資関連協定の現状 199 × コソボと南スーダンが描画されていない。ウランゲリ島がロシア領でなくなっている。
南樺太の範囲が狭い。海岸線の太さにばらつきがある。グリーンランドはデンマークと
同色で描画するべきではないか。
日本の租税条約ネットワーク 200 × カリーニングラード州がロシア領でなくなっている。グリーンランドはデンマークと
同色で描画するべきではないか。
各地域の帰国留学生会員数 223 × 南スーダンが描画されていない。
元 JET 参加者の会（JET Alumni
 Association）支部数及び会員数
223 × 南スーダンが描画されていない。
米軍再編の全体像 131 × 択捉島が切断されている。距離尺が必要。
東部アフリカ地域 114 × ニジェールが消滅している。アラビア半島くらいは描画してもらいたい。距離尺が
必要。




























































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
国及び国際社会との信頼・協力関係を築き、国際社会の安定と繁栄の基盤を強化し、脅威
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の出現を未然に防ぐことが重要






4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
務大臣と各国外相との個人的な信頼関係も深まっている
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強化を再確認した
















4 4 4 4 4 4 4
に連携しながら、シリア情勢の改善及び安定のために取り組んでいく
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そのメディアに報道の訂正を求める
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ほか、外務省の見解を寄稿したり、記者会見で表明し
た上で、外務省ホームページに掲載するなど、日本の取組や立場について、国内外におい
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
て正確な理解が得られるよう務めている






































 1 ） 外務省編『外交青書 2017（平成 29 年版）』，日経印刷，2017。
 2 ） ただし，このときに閣僚に配布されたものは「要旨」であり，実際に全閣僚が青書中の掲載地図を確
認した上で閣議了解したのかどうかはわからない。「平成 29 年 4 月 25 日閣議及び閣僚懇談会議事録」
（http://www.kantei.go.jp/jp/kakugi/2017/__icsFiles/afieldfile/2017/05/17/290425gijiroku.pdf），2017
年 8 月 8 日閲覧。
 3 ） 金 恵媛，横山睦美「『外交青書』からみる日韓文化交流の歩み」，山口県立大学学術情報 1，2008，15
〜 31 頁。
 4 ） YAMAURA Kumiko ’Middle East Peace  and  Japan: Analysis  of Policy  Statements  in  the 
― 83 ―
掲載地図と本文の矛盾からみた日本国『外交青書』の資料的価値
Diplomatic Blue Book’, Annals of Association for Middle East Studies 15, 2000, pp.315-359.
 5 ） 外交青書が引用されている記事等は多数にのぼるので，ここでは最新版の『外交青書 2017』について
触れている新聞記事のみをいくつか紹介するにとどめる。①「北の核・ミサイル「新たな段階の脅威」　
外交青書を報告」（読売新聞 2017 年 4 月 25 日夕刊）。②「北朝鮮の脅威「新たな段階」　少女像「極
めて遺憾」　外交青書」（朝日新聞 2017 年 4 月 26 日）。③「外交青書：核の脅威「新たな段階」　対
北朝鮮、非難強める」（毎日新聞 2017 年 4 月 25 日夕刊）。④「釜山少女像、「極めて遺憾」、17 年版
外交青書に明記、対米、雇用で貢献強調。」（日本経済新聞 2017 年 4 月 25 日夕刊）。⑤’ Japan urges 
South Korea over "comfort women" issue’（2017 年 4 月 25 日 BBC Monitoring Asia Pacific, London）
 6 ） http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/index.html（英語版は http://www.mofa.go.jp/policy/
other/bluebook/index.html），2017 年 8 月 16 日閲覧。
 7 ） 複数のグラフをまとめて 1つの図の項目が立てられているものについては，1件のグラフとみなして
集計している。表も同様。
 8 ） ①田代 博『知って楽しい地図の話』，新日本出版社，2005，82 〜 86 頁。②田代 博「公的機関の地図
表現に問題あり」，地図 38-3，2000，27 〜 28 頁。
 9 ） http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/outline/jp/okinawa/oki0101.html　2017 年 8 月
8 日閲覧。
10） 内閣官房領土・主権対策企画調整室「知っていますか日本のカタチ」，内閣府，2015（http://www.
cas.go.jp/jp/ryodo_eg/img/data/poster201502.pdf），2017 年 8 月 8 日閲覧。なお，田代の批判を受け
てなのか，現在は内閣官房の領土・主権対策企画調整室ほホームページにリンクが貼られている同
名の地図は，南鳥島の位置を調整したものに差し替えられている。http://www.cas.go.jp/jp/ryodo/
img/data/poster201704.pdf　2017 年 8 月 9 日閲覧。
11） 田代 博「いま，あらためて地図投映法を考える」，地理 61-11，2016，34 〜 41 頁。
12） ①近藤暁夫「中学校社会科歴史的・公民的分野教科書の掲載地図にみられる初歩的な誤りに関する報
告」，2015 年人文地理学会大会発表要旨，2015，174 〜 175 頁。②近藤暁夫「平成 26 年度検定版中学
校社会科教科書の掲載地図にみられる表現上の問題点」，2016 年人文地理学会大会発表要旨，2016，










2016 年発行， 166 〜 167 頁。
17） 「首相の外遊　最多 49 か国　1年 8 か月余　小泉氏超え　きょうからバングラなど」，読売新聞 2014





22） 前掲 1），82 〜 83 頁。
23） 前掲 1），96 〜 99 頁。
24） 外務省欧州局ロシア支援室『ロシアにおける日本センター事業』，外務省，2006，2 頁（http://www.
mofa.go.jp/mofaj/press/pr/pub/pamph/pdfs/russia_j.pdf），2017 年 8 月 20 日閲覧。
― 84 ―
25） 外務省ホームページ「北方領土問題に関する Q&A」（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/hoppo/
topic.html），2017 年 8 月 20 日閲覧。
26） 外務省『2007 日中文化・スポーツ交流年――期待を未来へつなげよう。――』，外務省，2007（http://
















する ――」，琉球大学教育学部紀要 64，2004，97 〜 110 頁。
39）  例 え ば、 ① John Agnew’The territorial  trap  :  the geographical assumptions of  international 





化」（高木彰彦編『日本の政治地理学』，古今書院，2002，所収），165 〜 181 頁。
